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第１章 計画策定の背景と計画の考え方 

１ 計画策定の背景 

（１）国の動き 

 平成 12(2000)年 12月「人権教育・啓発推進法」が施行され、国、地方公共団体の

人権教育・人権啓発の責務が定められるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄

与するよう努めなければならないことが国民の責務として規定されました。平成

14(2002)年 3月には、同法に基づき、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため、「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定され、令和

７年６月には、計画策定後の社会情勢の変化や国際的潮流の動向を踏まえ、各種人権

課題の解決に向け、人権教育・啓発に関する施策の更なる推進を図るため、「人権教

育・啓発に関する基本計画（第二次)」が策定されました。 

 
 

（２）県の動き 

平成 11(1999)年 3 月に「『人権教育のための国連 10 年』静岡県行動計画～ふじの

くに人権文化創造プラン～」が策定され、平成 14(2002)年には、静岡県総合計画「魅

力ある“しずおか”2010 年戦略プラン―富国有徳、しずおかの挑戦―」の基本計画

の中に「人権尊重の意識が定着した人権文化の創造」が位置付けられました。 

 また、平成 16(2004)年には人権啓発の拠点として県総合社会福祉会館（シズウェ

ル）に「静岡県人権啓発センター」が開設されました。そして、平成 17(2005)年３月

には、人権文化創造プランの趣旨を引き継いだ「静岡県人権施策推進計画」が策定さ

れ、平成 23(2011)年３月以降、５年毎に３度改定され、令和８(2026)年３月には新

たな人権課題にも対応して、第４次改定が行われました。（現在は改定作業中） 

  
 

（３）掛川市の取り組み 

掛川市では市民一人ひとりの基本的人権を尊重し、明るく住みやすい社会づくり

を目指して、人権問題を解決するため、国や県の行動計画に基づき、学校・地域社会

における教育活動や啓発活動、相談事業など、様々な分野・立場で実施してきました。 

 こうした取り組みによって、市民の人権尊重の意識が高まり、差別意識の解消が進

んできています。 

しかし、いじめや虐待、誤った理解や固定観念による差別や女性、子ども、高齢者、

障がいのある人、同和問題、外国人に対する差別や偏見、インターネット、性的マイ

ノリティをめぐる人権侵害など、新たな人権問題も生まれ、未だ人権問題が完全に解

消されていないのも事実です。 

 こうした差別意識を解消し、市民の人権尊重の意識の普及・高揚を図ることは市の



 

重要な課題であり、市と関係機関が協力して人権教育・人権啓発活動を総合的かつ計

画的に進めていく必要があります。 

 第２次人権施策推進計画においては、これまでの取り組みを継続し、「ＤＥＩ（多

様性、公平性、受容・包摂）」の視点を取り入れ、第３次総合計画の理念やビジョン

を反映させ進めていきます。 

（４）第１次人権施策推進計画の検証 

第１次計画の取り組みについて、評価や課題、今後取り組みたいことの検証を行い

ました。結果は次のとおりです。 

・女性がより自分らしく過ごせるよう、啓発活動の拡充 

・子どもに関する多様なニーズに対応するため保護者や地域社会、専門家との連携

の充実 

・高齢者人口の増加に対応した地域全体での連携強化 

・地域固有の問題に関する正しい理解と認識を深める 

・外国人市民と地域社会との関わりを増やす 

・ネットトラブルやネットによるいじめの早期発見 

・「ＤＥＩ」を理解し、実践できるような教育・啓発活動の充実 

・様々な人権問題に対応するため、ニーズに合った相談環境の整備  

２ 計画の基本姿勢 

 人権とは、誰もが生まれながらにして持っている、人間が人間らしく生きていくた

めの誰からも侵されることのない基本的権利です。人権の尊重とその確立は、自由と

平等とに係わる基本的な問題であり、安全で平和に暮らしていくためには、欠かすこ

とのできないものです。 

人は、一人ひとりそれぞれ価値のある存在であり、個性や価値観もそれぞれ違うた

め、自らの権利を行使する際には、その責任を自覚し、自分の権利だけでなく、他の

人にも権利があることを理解し尊重することが必要です。そのためには、まわりの人

への思いやりの気持ちを持つことが大切であり、普段の生活の中で起きる様々な出

来事には、人権に結びつくことが多くあることに気づくことが大切です。このこと

に、気づき、行動することで定着し、人権が尊重され希望が持てる地域社会の確立に

つながります。 

取り組みに対する目標値 

項  目 
 

《目標根拠の出典》 

現状 目標 

ねらい 年度 年度 

実績 目標値 

 

掛川市の人権侵犯

の件数《法務局調べ》 

令和６年度末 令和 12年度末 
人権施策を推進して人権が尊重され、

人権侵犯が起こらないまちをめざす。 １件 ０件 



 

３ 計画の目指す方向 

国や県の行動計画に基づき、学校、地域社会における教育活動や啓発活動、相談事

業など、これまで様々な分野、立場で実施してきました。今後も市民一人ひとりの基

本的人権を尊重し、誰一人取り残さない継続可能な社会の担い手を育成するため、Ｓ

ＤＧｓの観点を踏まえた取り組みを加え、さらなる充実を図り、明るく住みやすい社

会づくりを目指します。そして、掛川市の目指す姿とする「だれもが自分らしく暮ら

せる 持続可能なモデル都市 かけがわ」、「ＤＥＩがあたりまえの文化となり、すべ

ての市民がお互いのちがいを尊重しながら、だれもが安全・安心に暮らせるまち」づ

くりに取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 基本的視点 

人権施策については、次の３項目を基本的視点として設定し、基本姿勢の実現を目

指します。 
 
 

（１）人権を尊重する意識の普及・高揚 

 人権侵害は、人々の意識にある固定観念や偏見などに起因することが多く見られ

るため、こうした固定観念や偏見などを取り除き、多様な価値観を受け入れられるよ

うな考え方を広く普及・高揚させることを目指します。 
    
（２）すべての人の人権を尊重 

 人権は、生活のあらゆる場面で尊重されなければなりません。しかし、現実には学

校や職場でのいじめや不平等な扱い、子どもや障がい者、高齢者などに対する虐待な

ど、様々な場面で人権侵害が見られます。 

 このため、本計画では、地域・学校・職場・家庭・各種施設など、地域のあらゆる

場ですべての人の人権が保障されるよう、きめ細かな施策の充実を目指します。 

 

（３）相談・支援体制などの充実 

 人権侵害を受けていても誰にも相談できず、ひとりで悩みを抱える人が出ないよ

う、相談をしやすい体制づくりや相談を受けた後の支援体制の充実を目指します。 

Diversity  

(ダイバーシティ、多様性) 

性別、年齢、国籍、障がい、経験、能

力、価値観など様々なちがいが地域

や社会で共存していること 

 

Equity  

(エクイティ、公平性) 

多様性を前提に、一人ひとりに必要

な機会や情報が提供されていること 

 

Inclusion  

(インクルージョン、受容・包摂) 

一人ひとりが尊重し合い、自分らし

さを発揮できること 

  

 D E I とは  



 

５ 計画の期間 

 本計画の推進期間は、令和８(2026)年度を初年度として、令和 12(2030)年度まで

の５年間とします。 

ただし、社会情勢の変化や人権を取りまく環境の変化に応じ、見直しを行うことと

します。 

 

   掛川市の主要計画 

年度  
令和 

５年 

令和 

６年 

令和 

７年 

令和 

８年 

令和 

９年 

令和 

10 年 

令和 

11 年 

令和 

12 年 

令和

13 年 
・・・ 

掛川市総合計画         
  

掛川市地域福祉計画・地域福

祉活動計画 
 

  
      

 

掛川市こども計画 

 

  
 

   
 

 

 

東遠地域広域障害者計画 
 

         

東遠地域広域障害福祉計画 
東遠地域広域障害児福祉計
画  

  
 

     
 

掛川市介護保険事業計画 
掛川市高齢者福祉計画  

        
 

健康増進計画・食育推進計画 
（かけがわ生涯お達者市民 

推進プラン） 

      
 

  

 

教育大綱かけがわ          
 

掛川市教育振興基本計画 

（人づくり構想かけがわ） 
         

 

掛川市人権施策推進計画  
 

      
  

掛川市男女共同参画行動計

画 
         

 

掛川市多文化共生推進プラ

ン 
  

 
      

 

  

令和８年度～令和 17 年度 
平成 28 年度 

～令和７年度 

 

令和 7年度～令和 11年度 

令和 6 年度～令和 11 年度 

令和８年度～令和 17 年度 

令和 8 年度～令和 1７年度 

平成４年度 
～令和 8 年度 

 

令和３年度 

～令和７年度 

 

令和 8 年度～令和 12 年

度 

令和６年度 
～令和８年度 

 

令和６年度 
～令和８年度 

 

令和元年度 

～令和７年度 

 

子ども・子育て

支援事業計画 

 
こどもの貧困 

対策計画 

 

平成 30 年度 

～令和７年度 

 

令和 8 年度～令和 19 年度 

令和３年度 

～令和７年度 

 

令和８年度～令和 12 年

度 

平成 28 年度 

～令和７年度 

 

令和３年度 

～令和７年度 

 

令和８年度～令和 12 年

度 



 

６ 計画の推進の位置づけ 

本計画は、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第５条に基づいて策定す

る計画です。掛川市の上位計画である「掛川市総合計画」との整合を図るために、

随時見直しを行うとともに、時代の趨勢により複雑・多様化する人権問題に対し、

令和 12(2030)年度に見直しを行います。 
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東遠地域広域障害者計画 

東遠地域広域障害福祉計画・ 

障害児福祉計画 

こども計画 
子ども・子育て支援事業計画 

次世代育成支援行動計画 

こどもの貧困解消計画 

子ども・若者計画 

介護保険事業計画・高齢者福祉計画 

健康増進計画・食育推進計画 

（かけがわ生涯お達者市民推進プラン） 

教育大綱かけがわ 

教育振興基本計画（人づくり構想かけがわ） 

人権施策推進計画 
男女共同参画行動計画 

多文化共生推進プラン 
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７ 計画の体系図 

 掛川市人権施策推進計画 体系図 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本 
理念 すべての人が尊重され、安心して暮らせるまちづくり 

 



 

８ この計画に特に関係の深いＳＤＧｓの目標 
 

 

１ 貧困をなくそう 

 

３ すべての人に健康と福祉を 

 
４ 質の高い教育をみんなに 

 
５ ジェンダー平等を実現しよう 

 
８ 働きがいも経済成長も 

 
１０ 人や国の不平等をなくそう 

 
１６ 平和と公正をすべての人に 

 
１７ パートナーシップで目標を達成しよう 

   
ＳＤＧｓとは？ 
 

ＳＤＧｓとは、持続可能な開発目標のことです。平成 13(2001)年に

策定されたミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の後継として、平成

27(2015)年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のため

の 2030 年アジェンダ」にて記載された令和 12(2030)年までに持続可

能でよりよい世界を目指す国際目標です。17 のゴール・169 のターゲ

ットから構成され、地球上の誰一人取り残さないことを誓っています。

ＳＤＧｓは発展途上国のみならず先進国自身が取り組むユニバーサル

（普遍的）なものであり、掛川市としても令和２(2020)年７月 17 日に

ＳＤＧｓ未来都市に選定され積極的に取り組んでいます。 



 

関係するＳＤＧｓ 

 第２章 分野別施策の取り組み 

１ 女性をめぐる人権 

（１）現状と課題 

掛川市の市民意識調査においては、「男女共同参画が進んでいると思う割合」は

35.3％（令和６(2024)年度）から 38.7％（令和７(2025)年度）に上昇しているもの

の、過半数に達していません。 

 多様な背景を持つ人の人権が尊重される社会を実現するには、市民の意識改革や、

男女平等の推進などに関する教育・学習の充実、政策・方針決定過程への女性の参画、

仕事と家庭の両立支援やＤＶ、セクシュアル・ハラスメントなどの根絶など、取り組

まなければならない多くの問題があります。 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

  

 

 

 

（２）取り組みの方向性 

①性別による固定的な役割分担意識にとらわれず、誰もが様々な分野に参画できる 

ように、地域や職場の慣行などの見直しを促進し、市民の意識改革を進めます。 

②ＤＶの早期発見・対応のために、被害者が安心して相談できる環境を整えていき 

ます。 

（３）具体的な取り組み 

①男女共同参画社会に向けた教育・啓発の推進 

取り組み 内容 

男女共同参画事

業及びＤＥＩ（多様

性、公平性、受容・

包摂） 

（企画政策課） 

 

男女共同参画社会の実現に向けた取り組みに、ＤＥI の視点を取り入

れ、市民や事業者へ多様性を含めた男女共同参画への理解を推進しま

す。 

各種講座やセミナーの開催など、男女共同参画の推進と多様性を意

識した啓発事業を実施します。 
 

出典：掛川市「市民等意識調査報告書」 

家庭・地域・職場などあらゆる場面で、男女協働参画が進んでいると思

いますか？ 

3.3

3.5

4.6

4.3
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34.9

34.9

32.3
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令和３年 (n=1,349)

令和４年 (n=1,170)

令和５年 (n=1,040)
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令和７年 (n=1,003)

思う まあ思う あまり思わない 思わない わからない 無回答

経
年
比
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取り組み 内容 

女性登用促進事

業 

（企画政策課） 

 

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大を図ります。 

男女共同参画推進に関する各種講座や意識啓発セミナー、働き方セミ

ナーなどを開催します。 
 

防災役員への女

性登用促進 

（危機管理課） 

 

女性防災講座を継続的に開催し、人材育成に努めるとともに、防災に

関する意思決定に男女ともに参加できるよう、自主防災会ごとに選任して

いただく自主防災会長や防災委員に積極的に女性を登用するよう継続

的に呼びかけます。 
 

男女共同参画審

議会・推進委員会 

（企画政策課） 

 

行動計画その他男女共同参画に関する重要事項の調査審議を行いま

す。 

男女共同参画推進施策の実施のため啓発活動や推進活動を行いま

す。 
 

 

 

②相談できる環境づくり 

取り組み 内容 

女性相談事業 

（企画政策課） 

 

女性の安全の視点に立った男女共同参画の推進、啓発のため、家庭

や仕事などに悩みを持つ女性に対して相談を実施し、一緒に解決の糸口

を探します。 
 

ＤＶ相談・困難な

問題を抱える女性

相談 

（こども相談課） 

 

配偶者からの暴力などの被害女性からの相談。警察署などと連携を図

り、必要に応じて一時保護及び、被害女性の自立支援を行います。 

 

 

 

（４）取り組みに対する目標値 

項  目 
 

《目標根拠の出典》 

現状 目標 
担当部署 

ねらい 年度 年度 

目標根拠 
実績 目標値 

男女共同参画の推

進事業 

《幸福度に関するア

ンケートより》 

令和６年度末 令和 12年度末 企画政策課 だれもがお互いのちがいを尊重

しながら能力を発揮できる社会の

実現を目指します。 未実施 50% 
幸福度に関す

るアンケート 



 

女性登用促進事業 

《審議会・委員会等へ

の女性の登用状況調

査より》 

令和６年度末 令和 12年度末 企画政策課 

多様な価値観を取り入れ、豊か

で活力ある社会の実現を目指

す。 39.4% 50% 

男女共同参画

条例の規程に

基づき、委員

等の男性及び

女性の数を同

数とする。 

防災役員への女性

登用促進の呼びか

け 

《「アクションプログラム・ 

掛川市国土強靱化地

域計画」より》 

令和６年度末 令和 12年度末 危機管理課 各種講座や防災講話等により男

女双方を思いやる意識の高揚を

図り、現状では男性の参画が主

な防災活動に女性にも積極的な

参画を促すことで、男女双方の

視点で防災対策が考えられる体

制を整えること。 

26.4% 

(62/234 自主

防災会) 

100% 

(233 自主防災

会) 

防災活動に積

極的に参画す

る女性が２人

以上/市内全

域の自主防災

会数 

 

 

 

女性支援新法（困難な問題を抱える女性への支援に関する法律） 

令和 6 年 4 月 1 日施行 

「女性の福祉」、「人権の尊重や擁護」、「男女平等」といった視点に立ち、困難な問題を抱える 

女性一人一人のニーズに応じて、本人の立場に寄り添って、切れ目のない包括的な支援を行う 

ために施行されました。 

掛川市男女共同参画条例（抜粋） 

すべての人は、その性別にかかわりなく、法の下に平等であり、家庭、職場、学校、地域その

他のあらゆる場において、個人として互いの人権が尊重されなければならない。 

（略） 

ここに掛川市は、男女が自らの意思によって、個性と能力を発揮することができ、共に責任を

分かち合うとともに、あらゆる分野において、性別にかかわりなく、誰もが活き活きと幸せを感

じながら暮らすことができる都市となるため、この条例を制定する。 

（略） 

第５条 市は、男女共同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男女共同参画

推進施策」という。）を総合的に策定し、計画的に実施するとともに、その他の施策について

も、男女共同参画の視点に立って実施する責務を有する。 

２ （略） 

３ 市長その他の執行機関は、附属機関の委員を選任するに当たっては、法令等に定めがある場

合その他正当な理由がある場合を除き、当該機関における男性及び女性の委員の数を同数（当

該機関の委員の定数が奇数である場合にあっては、男性及び女性の委員の数の差を１人）とし

なければならない。 

第９条 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメント及び男女間における暴力行

為並びにそれらを助長するような行為を行ってはならない。 

 

関係法令 



 

関係するＳＤＧｓ 

２ 子どもをめぐる人権  

（１）現状と課題 

 子どもを取り巻く環境は、核家族化の進行や就労家庭の増加、地域におけるつなが

りの希薄化や、インターネットやスマートフォンの普及など、様々な面において著し

く変化しています。 

 こうした中で、不安や悩み、生きづらさを抱える子どもの相談体制の充実が求めら

れています。 

また、子育てについて気軽に相談できず、不安や悩みを抱く親へのサポートや、虐

待から子どもを守る対策は喫緊の課題です。 

悩みを聞き、場合によっては外部機関と連携を取り合い、子どもたちの健やかな成

長に向けて支援する必要があります。 
 

（２）取り組みの方向性 

＜幼児期＞ 

幼児期から他者とのかかわりの中で、それぞれの心情や考え方に違いがあること

に気づき、互いを認め合える力、人とかかわる力をつけるために、年齢に合ったわ

かりやすい表現で伝えるように努めます。 

①乳幼児の自己肯定感や自立心を育成し、公正で豊かな人間性の芽生えを育む教育・ 

保育を充実させます。 

②児童虐待を未然に防止するため、関係機関との連携強化を図るとともに、地域・家 

庭・学校とのつながりを深めるなど、引き続き、地域社会全体で子どもたちを守り 

育てる環境づくりに取り組みます。 

＜就学期＞ 

「自分の大切さとともに、他の人の大切さを認めることができる児童生徒の育成」 

を目指し、次の点に重点を置いて充実を図ります。 

①教育活動全体を通じて人権感覚の育成を図るとともに、道徳教育を充実させ、子ど 

も一人ひとりのよさが生きる授業を計画的、系統的に展開します。 

②開かれた学校づくりを進め、学校と家庭、地域や関係機関との連携により、児童生

徒への人権教育の充実を図ります。 

③教職員の人権感覚を高め、人権教育の指導に係る資質の向上を図るよう、教職員研

修の充実を図ります。 

④教育センターによる教育支援室運営や、不登校児童生徒や保護者への教育相談の 

実施など一人ひとりの尊厳を尊重した社会的自立に向けた支援を充実させます。 

＜保護者＞ 

① 健やかに子どもを育てることができるよう、子育ての悩みや不安感を軽減するため 

の交流の場の周知や、相談・支援の機会の充実を図るなど、サポート体制を整えま

す。 

 

 



 

（３）具体的な取り組み 

①幼児期における子どもが人権を尊重する力を身につける教育・啓発 

取り組み 内容 

児童館･児童交流

館事業 

（こども政策課） 

  

児童に健全な遊び場及び居場所を提供し、その健康を増進するほか､

情操を豊かにします。また、子育て相談や地域の子育てサロン、サークル

等との情報交換会を開催するなど連携を図るとともに、情報発信を強化し

ます。 
 

子育て支援センタ

ー・つどいの広場

事業 

（こども政策課） 

親子の交流の場、子育てに関する相談・援助の実施、地域の子育てに

関連する情報の提供、子育て支援に関する講習会などを行います。 

世代間交流 

（こども保育支援課） 

 

保育所等では高齢者をはじめ、地域の人々などいろいろな人に親しみ

ながら、季節の行事や体験活動を工夫し、感謝の気持ちや思いやりの心

を育みます。 
 

人権教育の推進 

（こども保育支援課） 

 

保育所等において、先生や友達との関わりを深める中で、それぞれの

違いや多様性に気づき、互いに認め合える人間関係づくりに努めます。 
 

人権教育の推進 

（福祉課） 

 

人権教室を通じて、人権に対する気づきや、まわりの人たちに対する思

いやり、感謝の心を育てることを目的に実施します。 
 

 
 

②学校における子どもが人権を尊重する力を身につける教育・啓発 

取り組み 内容 

家庭・地域・関係

機関との連携 

（学校教育課） 

 

いじめ問題対策連絡協議会、要支援児等対策連絡協議会をはじめと

して、情報共有の場を設け、学校、地域、関係機関による連携を進め、支

援体制の充実を図ります。 
 

 

各小・中学校で行われている人権教育の様子を、学校便りや学校ホー

ムページなどで発信し、家庭や地域に伝えていきます。 
 



 

人権教育の推進 

（学校教育課） 

 

静岡県教育委員会作成の「人権教育指導の手引き」などを活用し全教

育活動を通して人権教育を行い、児童生徒と教職員の人権意識・人権感

覚を高めます。 
 

人権教育の推進 

（福祉課） 

 

人権教室や、『人権の花』運動、作文を書くことで、人権に対する気づき

や、まわりの人たちに対する思いやり、感謝の心を育てることを目的に実

施します。 
 

 

③地域の子どもを守る活動 

取り組み 内容 

地域の青少年声

掛け運動 

（教育政策課） 

 

県の「地域の青少年声掛け運動」に協調し、青少年に対して、周りの大

人が声を掛け、積極的に関わることにより、青少年の健やかな成長を見守

る運動を推進します。 
 

子どもの見守り活

動 

（危機管理課） 

 

登下校時における事件や事故から子どもを守るために、ボランティアと

警察などが連携し、地域の実情にあった見守り活動や街頭指導を推進し

ます。また、地域活動を支える人材を育成し、子どもの安全確保と子ども

の育ちを見守る環境づくりを行います。 
 

要保護児童対策

地域協議会 

（こども相談課） 

 

要保護児童の早期発見及び適切な保護を図るために必要な情報の交

換､支援内容の協議、児童虐待防止や要保護児童に関する意識啓発及

び広報などを行います。 
 

子どもの貧困対策

事業 

（こども相談課） 

 

「子どもの貧困早期発見・早期対応リーフレット」を活用し、子どもの未

来応援コーディネーターを中心に、相談支援業務、家庭訪問、関係機関

との連携、情報共有により、子どもの貧困の早期発見・早期対応、周知啓

発に努めます。 
 

 

④子どもの人権に関わりの深い職業に従事する人に対する研修など 

取り組み 内容 

教職員研修の充

実 

（学校教育課） 

 

各種研修会などにおいて人権について考える場面をつくったり、各小

中学校で参加型体験学習プログラムを使っての研修を確実に実施するよ

う促して、教職員の人権意識・人権感覚を高めます。 
 

教育相談・適応指

導の充実 

（学校教育課） 

教育支援室やサテライト教室における不登校児童生徒や保護者に対

する支援や教育相談の充実を図ります。 



 

⑤子育て中の人権が関わる悩みを相談できる環境 

取り組み 内容 

子育てコンシェル

ジュ事業 

（こども相談課） 

主に３才までの子どもがいる世帯を対象に、家庭訪問や相談対応を 

通じて、子育ての悩みや不安の傾聴及び助言、子育てに関する情報提

供等を行う。 

家庭教育学級開

設 

（教育政策課） 

 

幼稚園・認定こども園において、保護者対象の子育て学習会を開催す

ることで、学習会の中で保護者相互の情報交換を促し、子育ての悩み・不

安を和らげるほか、仲間づくりの場の提供を行います。 
 

家庭教育サポート

チーム活動 

（教育政策課） 

 

幼稚園・認定こども園・小中学校の懇談会に、市から家庭教育サポート

チームを派遣します。派遣されたサポーターはファシリテーターとしてグル

ープワークに入り、保護者や子どもの褒め方、叱り方などを一緒に考えま

す。その他、保護者の子育ての悩みや不安感を軽減する相談サロンも設

けます。 
 

 

こども家庭センター

（こども相談課） 

 

 

妊産婦から出産、子育てを通じて生じる様々な不安や悩みについ

て切れ目なく相談できる環境を整備し、関係機関と連携し、必要な

支援につなげます。さらに、発達相談に関しては子どもから成人ま

で年齢問わず相談に対応します。センター内外の多職種連携により

安全・安心な子育て環境の整備を目指します。 
 

※子育て中の方の立場に立ってお話を伺い、悩みの解決や子育て支援策の情報をわかりやすく案内する人。 

 

 

⑥子どもの人権が関わる悩みを相談できる環境 

取り組み 内容 

青少年相談 

（教育政策課） 

 

学校や家庭における悩みなど、青少年に関わる相談を相談員が受け、

指導・助言をします。 
 

子どもの人権 SOS

ミニレター 

（福祉課） 

 

小中学生を対象に、学校におけるいじめや体罰、家庭内での虐待など

の問題を抱え、教師や保護者にも相談できない子どもの悩みごとを的確

に把握し、関係機関と連携を図りながら解決に当たります。 
 

 

こころの相談ノート 

（学校教育課） 

 

 

一人一台端末を活用した、いじめや勉強、家庭などの悩みを周囲の

目を気にせず気軽に相談できる仕組みを創設しました。悩みを手元

にある一人一台端末から気軽に相談することができます。 

 
 



 

 

（４）取り組みに対する目標値 

項  目 
 

《目標根拠の出典》 

現状 目標 
担当部署 

ねらい 年度 年度 

目標根拠 
実績 目標値 

人権教室の開催件

数 

《福祉課調べ》 

令和６年度末 令和 12年度末 福祉課 人権教室を受講することによって

人権に対する気づきや思いやり、

感謝の心を育てる。 25回  25回 
人権教室の

開催件数 

家庭教育サポート

チーム活動 

《第２期掛川市教育振

興基本計画「人づくり構

想かけがわ」より》 

令和６年度末 令和 12年度末 教育政策課 

家庭での教育力の向上を目指し

て、様々な学習機会の充実を図

る。 

35回   

164人   

(延べ人数） 

 28回 

130人 

(延べ人数） 

家庭教育サ

ポートチー

ムの派遣回

数及び派遣

延べ人数実

績値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加型体験学習プログラム 

学習者が実際に活動したり、活動に参加したり、自分なりの言葉で語り合ったり
する中から生まれる、気づきや共感を大切にする学習。 

 
教育支援室、サテライト教室 

不登校児童生徒のための学習支援等を行う教室。 

 掛川市役所大東支所４階にある掛川市教育センターと、つくし会館（令和８年４月

以降は中部ふくしあ）にある北分教室を拠点に、市内中学校にサテライト教室を設置

している。 

 



 

関係するＳＤＧｓ 

３ 高齢者をめぐる人権 

（１）現状と課題 

掛川市では令和７(2025)年４月１日現在の高齢化率は 28.8％と高齢化が進み、令

和７(2025)年には、団塊の世代がすべて 75歳以上の後期高齢者となります。今後さ

らに認知症やひとり暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯の増加も予想され、高齢者を

取り巻く状況は大きく変化しており、今後もこの傾向は強まると予想されます。ま

た、一人暮らしで生活に不安を感じていたり、免許証返納により通院や買い物が困難

な高齢者が増加している状況が各地域でも課題に挙げられます。 

さらに、高齢者が虐待や、消費者被害に遭うなど、不公平で不利益な立場に置かれ

ることもあり、充分に人権が守られているとはいえない状況です。 

 

    掛川市人口と高齢化率              各４月１日現在 

 2019年 
(平成 31年) 

2020年 
(令和２年) 

2021年 
(令和３年) 

2022年 
(令和４年) 

2023年 
(令和５年) 

2024年 
(令和６年) 

2025年 
(令和７年) 

掛川市総人口 117,978 117,383 116,687 115,943 115,589 115,028 114,678 

65 歳以上人口 31,512 31,880 32,416 32,645 32,804 33,012 33,050 

高齢化率 26.7% 27.2% 27.8% 28.2% 28.4% 28.7% 28.8% 

                                               （長寿推進課より） 

 

（２）取り組みの方向性 

①地域において生きがいをもって安心して暮らすことができ、社会を構成する重要 

な一員として様々な社会活動に参加できるように支援をしていきます。 

②高齢者の人権が尊重され、成年後見制度や地域支援事業の活用など、高齢者の権利

擁護を推進していきます。 

③近隣住民による見守りや生活支援車等による通院、買物支援等の高齢者の生活を支え

る事業を行うまちづくり協議会を交付金の支給により支援すると共にその取り組みを他の

まちづくり協議会へ情報提供することで高齢者支援事業に取り組むまちづくり協議会の

増加を推進していきます。 

④様々な問題に適切に対応していくために、「地域包括ケアシステム」の充実と、「地

域共生社会」の推進に取り組むことが重要です。 

 

（３）具体的な取り組み 

①高齢者の人権が尊重される教育・啓発 

取り組み 内容 

高齢者虐待防止

に関する取り組み 

（長寿推進課） 

 

高齢者虐待の早期発見、早期対応のため、関係機関と連携して対応し

ます。また、高齢者虐待防止に関するマニュアルを周知し、研修会を開催

します。 
 

 



 

②高齢者が自立して生活できる環境づくり 

取り組み 内容 

認知症総合支援

事業 

（長寿推進課） 

 

認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を見守り支援す

るために、認知症サポーター養成講座や研修会、認知症カフェなどを開

催します。 
 

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し認知症疾患

医療センターや関係機関と連携を図り、相談支援体制の充実を図るほ

か、認知症の早期発見・早期対応を目指し認知症初期集中支援チームを

設置します。 
 
 

認知症になるのを遅らせたり、認知症の進行を穏やかにしたりすること

を目的として介護予防教室などを実施します。 
 

老人クラブ育成事

業 

（長寿推進課） 

高齢者の生きがいや健康づくりの実践、明るい地域づくりに貢献する老

人クラブの活動を支援します。 

養護老人ホームへ

の入所措置 

（長寿推進課） 

家庭環境や経済的理由により居宅での生活が困難な高齢者の生活の

場を確保するため、入所措置を実施します。 

シルバー人材セン

ター支援事業 

（長寿推進課） 

高齢者の生きがいの充実や社会参加の促進を図るために、地域社会

に密着した仕事を提供するシルバー人材センターの事業を支援します。 

 

③高齢者への相談・支援 

取り組み 内容 

地域包括支援セン

ター運営事業 

（長寿推進課） 

 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるように、包括

的・継続的な支援を行うことを目的として、総合相談、虐待防止、権利擁

護事業の支援、介護予防のケアマネジメント、ケアマネジャーの支援など

を一体的に行います。 
 

高齢者見守りネット

ワーク 

（長寿推進課） 

 

地域包括ケアを推進するため、自治会や地区まちづくり協議会、地区

福祉協議会などと見守り協定事業所による高齢者見守りネットワークの推

進を図ります。また、独居や高齢者のみ世帯などに対して実態把握調査

や救急医療情報キットの配付を行います。 
 

 



 

取り組み 内容 

成年後見制度利

用相談・支援事業 

（長寿推進課） 

認知症などで判断能力が十分でない方が、円滑に成年後見制度を利

用できるよう相談に応じるとともに、親族など身寄りがない場合、市長によ

る申立てを行うとともに、成年後見人などの報酬の全部または一部を助成

します。 

 

（４）取り組みに対する目標値 

項  目 
 

《目標根拠の出典》 

現状 目標 
担当部署 

ねらい 年度 年度 

目標根拠 
実績 目標値 

認知症サポーター

の養成人数 

《長寿推進課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 長寿推進課 認知症に対する理解が深まり、認

知症の人が安心して暮らせる社会

の実現を目指す。 
10,914人 

（延べ人数） 

12,700人 

（延べ人数） 

毎年 300人増

加を目指す 

シルバー人材セン

ター登録者数 

《長寿推進課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 長寿推進課  

高齢者の生きがいづくりと社会参

加を促進する。 606人 

(実人数) 

750人 

(実人数） 

登録者実績値 

  



 

関係するＳＤＧｓ 

４ 障がいのある人をめぐる人権 

（１）現状と課題 

  障がいのある人を取り巻く制度や施策は、平成 19(2007)年の障害者権利条約への

署名以降条約の批准に向けて、障害者基本法の改正や、障害者虐待防止法、障害者総

合支援法の施行など、様々な整備が進められてきました。平成 26(2014)年の障害者権

利条約の批准以降も、平成 28(2016)年に障害者差別解消法が施行され（P23参照）、令

和６(2024)年には事業者による合理的配慮の提供を義務化する改正障害者差別解消法

が施行されて、障がいのある人を取り巻く制度や施策の充実が進められてきました。 

また、国の法整備等と並行し、地域においても障がいの有無にかかわらず、誰もが、

お互いに尊重し合える社会を目指して、障がいのある人や障がいに対する理解の促進

が図られてきました。 

しかしながら、地域における障がいへの理解は未だ十分とは言えず、地域生活にお

いて、生きづらさや差別を受けたと感じる人がいるのも事実です。令和５年(2023)年

に実施した「掛川市・菊川市・御前崎市 障がい者福祉推進のためのアンケート」で

は、障がいのある人に対する市民の理解があるかの問いについて、「どちらとも言え

ない」と回答した人が最も多く、障がい者 47.9％、障がい児※46.4％、差別を受けた

り嫌な経験をしたりしたことがあると回答した人は、障がい者 53.0％、障がい児

54.3％となっています。  

こうした状況に対し、様々な課題を解決し、障がいのある人が住み慣れた地域で、

自分らしく、安心して暮らすことができる社会を実現するために、障がいのある人の

権利擁護や質の高い福祉サービスの提供、社会参加の促進、理解を深めるための教育・

啓発などの取り組みが必要です。※障がい児：18歳未満 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年「掛川市・菊川市・御前崎

市障がい者福祉推進のためのアンケート」 

困った時の相談体制の満足度 

27.4

7.9

19.8

9.7

6.6

32.1

7.6

36.2

10.1

31.9

9.4

5.1

20.3

1.4

0% 20% 40%

満足している

近所に相談の場が

ないので不満である

気軽に相談できる場が

ないので不満である

夜間・休日に相談できる

場がないので不満である

その他

わからない

無回答

障がい者（n=860)

障がい児（n=138)



 

（２）取り組みの方向性 

①障がいのある人が住み慣れた地域で、必要な支援を受けながら、自己決定の機会が

確保され、社会の一員としてさまざまな活動に参加することのできる社会の実現を

めざします。 

②誰もが障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いの人格と個性を尊重 

しながら共生する社会の実現に向けた啓発活動を推進します。 

 

（３）具体的な取り組み 

①障がいのある人の人権を尊重する意識の普及と啓発 

取り組み 内容 

障がいの啓発・技

術習得の講座・講

習会の開催 

（福祉課） 

聴覚や視覚に障がいのある人への理解を深め、手話や要約筆記、音

訳などの基礎知識や日常生活に必要な技術などを習得する機会を設け

ることにより、それぞれに対応できる人材を育成します。 

情報の保障 

（合理的配慮の提

供） 

（福祉課） 

視覚に障がいのある人への情報保障をするため、希望者に対して市か

らの個人宛通知の「点字」や「拡大文字」による情報提供を行います。 

合理的配慮の啓

発 

（福祉課） 

事業所等へ、合理的配慮の義務化についての周知啓発を行います。 

 

ヘルプマークの

周知・普及 

（福祉課） 

 

障がいの有無にかかわらず、配慮や支援を必要としていることが外見

からはわかりにくい方々が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせ

ることで、援助を得やすくするための「ヘルプマーク」の周知・普及を進め

ます。 
 

 

②社会参加を推進するための就労支援 

取り組み 内容 

障がい者就労支援

事業 

（福祉課） 

（産業観光課） 

 

障害のある人の「働きたい」という思いを尊重して就労支援、相談を実

施するとともに、企業側の障がい者雇用に対する理解や、障がい特性に

応じた受入体制を整えてもらうためのサポートを実施していきます。 
 

障がい者就労支援

事業所支援 

（福祉課） 

障がいのある人の就労支援のため、障害者優先調達推進法に基づく

物品・サービスの発注促進を行います。 

市内企業への訪

問活動 

（産業観光課） 

事業所における障がいのある方々の就労支援や、就労環境の改善に

向けた取り組みの周知に協力します。 



 

③障がいのある人やその家族への相談・支援 

取り組み 内容 

 

成年後見制度利

用相談・支援事業 

（福祉課） 

 

知的障がいや精神障がいのある人で、判断能力が十分でない人が、

円滑に成年後見制度を利用できるよう相談に応じるとともに、親族など身

寄りがない場合、市長による申立てを行うとともに、成年後見人などの報

酬の全部または一部を助成します。 
 

障害福祉サービス

などの提供 

（福祉課） 

障害者支援区分や個々の支援の必要度に応じて、障害者総合支援法

に基づく各種障害福祉サービスを提供します。 

障害者虐待の防

止 

（福祉課） 

基幹相談支援センターと連携し、障害者虐待に関する相談支援体制

の充実や研修会の開催に取り組みます。 

 

精神障がいにも対

応した地域包括ケ

アシステムの推進 

（福祉課） 

 

特に精神疾患については、疾患の特性上、入院期間が長期に及ぶこと

が多く、人権的に問題視されることがあります。医療・保健・福祉・教育な

どの多職種連携により、「入院医療中心から地域生活中心へ」の理念を支

える『精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築』を推進しま

す。 
 

 

地域活動支援セ

ンター事業 

（福祉課） 

 

精神に障がいのある方が通所し、その人らしく時間を過ごせる場

として、また社会参加の一方法として本センターを有効に利用でき

るよう、障がい特性にあった活動を提供します。 
 

 

基幹相談支援セ

ンター 

（福祉課） 

 

東遠地区（掛川市、菊川市、御前崎市、森町）で暮らす、障がいを

お持ちの方やその家族が住み慣れた街で暮らし続けるために、地域

における相談支援の中核的な役割を担う機関として①総合相談・専

門相談②地域の相談支援体制強化③地域移行・地域定着④権利擁護・

虐待防止等の業務を行政と連携しながら総合的に行います。 
 

 

 

④行政における研修 

取り組み 内容 

障害者差別解消

法の推進のための

市職員研修 

（福祉課） 

障がいを理由とする差別の解消に関し、職員が適切に対応するため

に、「新たに職員となった者」「新たに所属長となった職員」に対して研修

を実施します。 

 

 



 

（４）取り組みに対する目標値 

項  目 
 

《目標根拠の出典》 

現状 目標 
担当部署 

ねらい 年度 年度 

目標根拠 
実績 目標値 

障がいの啓発・技

術習得の講座・講

習会の開催 

《福祉課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 福祉課 障がいへの理解や手話など必要

な技術を習得する機会を設けるた

め、毎年開催する。 100% 100% 継続実施 

障がい者就職面接

会の開催 

《福祉課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 福祉課 
障がい者への就労支援と雇用促

進のため、毎年開催する。 ２回 ２回 継続実施 

小中学校における

福祉教育の実践 

《学校教育課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 学校教育課 福祉教育を推進し、病気や障がい

への理解を深め、多様な生き方、

暮らし方を認め合える地域づくりを

進める。 
100% 100% 継続実施 

ヘルプマークの普

及 

《福祉課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 福祉課 

援助を必要としている方にヘルプ

マークを所持してもらうことにより、

周囲の方に配慮を必要としている

ことを知らせ、援助を得やすくす

る。 

928個 1,540個 

令和６年度末

障害者手帳所

持 者 数 の

30 ％ 程 度 、

5,140×0.3 ≒

1,540 

障がい者就労支援

事業所の支援 

《掛川市障がい者就労

施設等からの物品等の

調達方針》 

令和６年度 令和 12年度 福祉課 

障がいのある人の就労支援とし

て、障がい者就労施設等から物品

等の発注を行う。 5，750千円 7,800千円 購入金額 

市内企業への訪問

活動 

《産業観光課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 産業観光課 市内企業を定期的に訪問し、法

令、行政情報などを提供し、人権

啓発活動への取り組みを促す。 102社 150社 企業訪問実績 

障害者差別解消法

の推進のための職

員研修 

《福祉課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 福祉課 

障がいを理由とする差別解消のた

め、毎年市職員へ研修を行う。 100% 100% 継続実施 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律） 
 

平成 28 年４月１日施行  
 

この法律は、国や市区町村といった行政機関や、会社、お店などの民間事業者の障がい

がある人に対する「障害を理由とする差別」をなくすための決まりごとを定めた法律です。

障がいがあるなしに関わらず、すべての人がお互いの人格と個性を尊重し合いながら共生

できる社会をつくることを目的とし、平成 28(2016)年４月１日に施行されました。令和

６(2024)年には事業者による合理的配慮の提供を義務化する改正障害者差別解消法が施

行されて、障がいのある人を取り巻く制度や施策の充実が進められています。 

 障がいのある人への「不当な差別と取り扱い」と「合理的配慮の不提供※」が禁止され

ています。 

※合理的配慮の不提供は、障がいのある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために

何らかの配慮を求める意思の表明があったにもかかわらず、負担が重すぎない範囲で対応

する配慮をしないことをいいます。 

「合理的配慮として好ましい例」 
 

 

ヘルプマークって何？ 
 

援助や配慮を必要としていることが外見からは分からない方々（義足

や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、妊娠初期の方など）

が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせることで、援助が得

やすくなるように作成されたマークです。 

このマークを身につけている人を見かけたら、電車やバスで席をゆず

る、困っているようであれば声をかける等、思いやりのある行動をお願

いします。 

ヘルプマークは掛川市役所福祉課窓口のほか、徳育保健センター、南

部大東ふくしあ、南部大須賀ふくしあで必要とする方に配布しています。 

 

関係法令 

視覚障害のある人に書

類などの内容を読み上

げながら説明する。 

聴覚障害のある人に筆談

など音声とは別の方法で 

伝える工夫をする。 



 

関係するＳＤＧｓ 

５ 同和問題 

（１）現状と課題 

同和問題は、日本社会の歴史的発展の過程で形づくられた日本固有の重大な人権

問題です。身分階層構造に基づく差別により、経済的、社会的、文化的に低位の状況

を強いられ、今なお結婚を妨げられたり、就職で不公平に扱われたり人づきあいな

ど、日常生活の上でのいろいろな差別が残っています。平成 28(2016)年には、部落

差別解消推進法（P25参照）が施行されましたが、現在でも、差別や偏見は根深く残

り、差別意識の解消には至っていません。 

 近年は、匿名性を悪用し、インターネットの掲示板サイトなどに差別助長的な情報

が書き込まれ、拡散するなどの問題も起きています。 

こうしたことから、同和に対する正しい知識と理解を深めるための啓発活動を進

めていく必要があります。 

 

（２）取り組みの方向性 

①同和問題に関する正しい理解と認識を深めるため、小中学生を対象とした地域交 

流事業の開催や、福祉会館まつりなどを通じ、偏見や差別意識の解消に努めます。 

②同和問題解消に向けた、講演会などの開催により、市民、学校、企業などへの人権

教育・啓発に努めます。 

③地域の人権問題と直接向き合い、人権尊重のまちづくりを進めるために、静岡県人権・

地域改善推進会、県人権同和対策室、県隣保館連絡協議会が開催する、福祉館職員

及び行政担当者向けの研修会等に参加し、指導力の向上を目指します。 

④同和問題に対する誤った意識を植え付け、同和問題解決の大きな阻害要因となっ

ている「えせ同和行為」を排除し、被害を未然に防ぐよう啓発の推進に努めます。 

 

（３）具体的な取り組み 

 ①周辺住民との交流事業の継続 

取り組み 内容 

福祉館運営事業 

（福祉課） 

 

福祉の向上や人権啓発、住民交流のため、拠点施設として市内に４つ

の福祉館を運営し、地域に密着したコミュニティセンターとしての施設の

管理運営や相談事業を実施します。 
 

地域住民交流研

修会 

(福祉課) 

 

地域住民と周辺住民との交流を深め、同和問題（部落差別）について

の理解を深めるため、周辺自治会の協力を得て、住民の参加を呼びかけ

ながら、講演会などを開催します。 
 

 

 

 

 



 

 ②正しい知識と理解を深めるための教育・啓発 

取り組み 内容 

人権教育行政担

当者連絡協議会 

（福祉課） 

（学校教育課） 

 

県内関係市町で組織し様々な人権問題解消のための調査、研究及び

関係機関との連絡・調整をもとに、地域の実情に即した人権教育の充実

を図ります。 
 

 

 

 

 

  

部落差別解消推進法（部落差別の解消の推進に関する法律） 
平成28(2016)年 12月 16日施行  

 

この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別

に関する状況が変化してきていることから、憲法の基本的人権の保護の理念にのっとり、

部落差別は許されないものであるとの認識のもと、部落差別の解消を推進するために施

行されました。 

 

関係法令 



 

関係するＳＤＧｓ 

６ 外国人をめぐる人権 

（１）現状と課題 

近年、特定の国を非難したり、外国人に対する排除運動をしたり、理解不足からな

る偏見は根強く存在している。本市の市民意識調査（令和７(2025)年度）においては、

「異なる文化を持つ人々が相互に理解を深め、共生していると思う割合」は 23.5％で

ある反面、「わからない」と答えた方が 48.9％と約半数を占めています。 

市内で生活する外国人人口はコロナ禍により一時的に減少したものの、現在は増加

傾向に転じています。 

言語、文化、生活習慣といった、人が生活していく上での基本的な事柄の違いから

くる誤解や偏見を解消するため、お互いの理解を深めると共に、全ての市民の人権が

尊重され、相互の理解と協調のもと地域社会の構成員として共に生きていく環境づく

りが必要です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
（２）取り組みの方向性 

①外国人市民が日本人市民と共に地域を支えていく仲間として、お互いがその多様性 

を尊重し、協力し合い、人と人との絆を大切にしながら、共生を推進します。 

 

（３）具体的な取り組み 
①お互いの文化への理解・尊重のための教育・啓発 

取り組み 内容 

日本語教育事業 

（企画政策課） 

（産業観光課） 

市内在住及び在勤の外国人市民や技能実習生などを対象に、日本の

文化や、日本語を学ぶ機会を提供し、生活に支障のないように支援しま

す。 

掛川市多文化共

生社会推進協議

会 

（企画政策課） 

多様性を認め合いながら共にまちづくりに参画する多文化共生社会の

実現を目指し、施策を具体的かつ計画的に推進します。 

 
掛川市外国人住民数 

  

  2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 

  (令和３年) (令和４年) (令和５年) (令和６年) (令和７年) 

ブラジル 1,845 1,837 1,878 1,854 1,881 

フィリピン 972 993 1,139 1,191 1,222 

中国 446 374 389 431 400 

ベトナム 477 419 526 635 891 

外国人総数 4,469 4,296 4,774 5,038 5,475 

掛川市総人口 116,687 115,943 115,589 115,028 114,678 
    

各４月１日現在 



 

取り組み 内容 

就学支援事業 

（学校教育課） 

初期日本語指導教室（虹の架け橋教室）への案内など、就学案内の充

実・促進をします。 

外国人支援員の

配置 

（学校教育課） 

（こども保育支援課） 

外国人の園児・児童生徒・保護者に対して、必要に応じたサポートやサ

ービスを提供するため、支援員を配置します。 

 

②外国人市民への情報提供・相談・支援 

取り組み 内容 

外国人生活支援

事業 

（企画政策課） 

相談窓口の設置をはじめ、日本人市民と外国人市民がお互いに暮らし

やすいまちづくりの推進を図ります。 

外国人向けの情報

提供 

（マーケティング課） 

外国人にも必要な、市政情報を提供するため「広報かけがわ」の多言

語版の発行を行っています。 

各種防災訓練の

実施 

（危機管理課） 

 

実施する各種防災訓練において、外国人住民へも参加を呼びかけると

ともに、外国人コミュニティーとの合同訓練の企画を行います。 

また、災害時における防災無線の多言語対応を行います。 
  

③外国人市民への就労支援 

取り組み 内容 

掛川公共職業安 

定所の周知 

（産業観光課） 

掛川公共職業安定所が実施する外国人就労・定着支援研修を周知し

ます。 

 

（４）取り組みに対する目標値 

項  目 
 

《目標根拠の出典》 

現状 目標 
担当部署 

ねらい 年度 年度 

目標根拠 
実績 目標値 

日本語教室開催事

業 

《企画政策課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 企画政策課 外国人市民が日本の生活や習慣・

文化、日本語を習得できる機会を

増やし、円滑に生活できることを目

指す。 
123人 200人 

日本語教室 

参加者数 

実習生向け日本語

教室 

《産業観光課調べ》 

令和６年度 令和 12年度 産業観光課 入国して間もない外国人技能実習

生を対象とした日本語研修を行うこ

とにより、実習生の市内定着を図

る。 
3回 1回以上 実施実数値 



 

７ インターネットによる人権侵害 

（１）現状と課題 

スマートフォンやタブレット端末の普及により、インターネットを介したＳＮＳな

どの新たなメディアにおけるコミュニケーションが急増し、人々の暮らしが便利にな

りました。 

 しかし、利用者の増加とともに、個人の名誉やプライバシーを侵害する様々な人権

問題が起こっています。インターネットを利用した人権侵犯事件の件数は横ばいにあ

り、令和６(2024)年には全国で 1,707 件（新規救済手続開始件数）の事件が発生して

います。 

 また、青少年が加害者や被害者になり、トラブルに巻き込まれる事案やインターネ

ットを使用した児童・生徒のいじめ問題も後を絶ちません。 

 このようなインターネットによる人権侵害を防止するためには、インターネット利

用上のルールやマナー、個人のプライバシーや名誉に関する正しい理解について、教

育や啓発を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（２）取り組みの方向性 
①個人のプライバシーや名誉に関する正しい理解を促すために、情報モラルの啓発 

 を図ります。また、ネット上のトラブルを未然に防ぐために市内小中学校を対象に 

したインターネットパトロールを定期的に行います。 

（３）具体的な取り組み 
①正しい知識と理解を深めるための教育・啓発 

取り組み 内容 

情報モラル啓発講

座（学校教育課） 

市内小中学校の児童生徒や保護者を対象に、インターネットの安全な

使い方を学ぶ出前講座を開催します。 

インターネットパト

ロール 

（学校教育課） 

 

市内小中学校の児童生徒に関連した情報のインターネットパトロール

を行います。個人情報漏洩などトラブルにつながる掲載情報を洗い出す

ことにより、インターネット利用上のルールやマナー向上につなげていきま

す。   

インターネット上の人権侵犯

事件の推移 

出典：法務省「令和６年度にお

ける人権侵犯事件の状況につ

いて（概要）」 

関係するＳＤＧｓ 



 

関係するＳＤＧｓ 

８ 性的マイノリティをめぐる人権 

（１）現状と課題 

出生時にわりあてられた性別と性自認が異なる人々や、同性愛などの性的指向を

持つ性的マイノリティ（セクシュアル・マイノリティ）の人々の総称のひとつとして

ＬＧＢＴＱという言葉が使われています。こうした性的マイノリティの方は偏見や

差別、不当な扱い、生活の不便さなどから、精神的な苦痛や不利益を受けてきました。 

 令和５(2023)年、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に寛容な社

会の実現に向けて「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国

民の理解の増進に関する法律」（理解増進法）（P30参照）が施行されました。性的マ

イノリティに対する偏見や差別等に苦しんでいる人々がいます。多様な性のあり方

を深く理解し、個性を尊重するため、差別をなくすための研修会などの啓発事業に取

り組む必要があります。 

 

（２）取り組みの方向性 

①ＬＧＢＴＱなどの性的マイノリティであることを理由に困難な状況に置かれてい

る方々についての社会的認識を深めるとともに、誰もが自分らしく生きられるよう、

多様な生き方に対する理解促進に向けた啓発活動に取り組んでいきます。 

 

（３）具体的な取り組み 

①性的マイノリティ（LGBTQ）の人権 

取り組み 内容 

多様な性に関す

る啓発事業 

（企画政策課） 

 

性別による差別がなく、誰もが個人として尊重されるとともに、多

様な生き方を自らの意思で選択できるよう、理解促進を図ります。 
 

性別記載欄の配

慮 

（企画政策課） 

 

公的書類における性別記載の基本方針に基づき、申請書類等の市

の公文書について、性別記載欄の削除または記載の配慮に努めます。 
 

性の多様性理解

の促進 

（学校教育課） 

 

性的マイノリティについて理解を深め、性別による差別や生きづ

らさを感じることがないように努めます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性の多様性について 
LGBTQ 
次の言葉の頭文字を取って組み合わせた言葉で、性的マイノリティを表す言葉の一つ

として使われています。 

Ｌ… レスビアン（性自認が女性で恋愛対象も女性） 

Ｇ…ゲイ（性自認が男性で恋愛対象も男性） 

Ｂ… バイセクシュアル（恋愛対象が女性にも男性にも向いている） 

Ｔ… トランスジェンダー（出生時にわりあてられた性別と性自認が異なる人） 

Ｑ… クエスチョ二ング（性の在り方を決めない人、決めたくない人） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SOGI(SOGIE)ソジー 
性的指向（Sexual Orientation）と性自認の（Gender Identity）の頭文字をとって SOGI

と言われることがあります。また、性表現（Gender Expression）を加えて、SOGIE と言

われることもあります。SOGI（SOGIE）はすべての人が持っている属性で、大切な性のあり

方と言えます。 

 

Ally アライ 
英語で「仲間」や「味方」を表す“ally”に由来し、性的マイノリティを理解した上で

支援する人のことを指すことば。 

 

わたしたちにできること 

・性の多様性についての知識を日々アップデートする 

・カミングアウトを強要しない、アウティングしない 

 自身のことを他者に打ち明ける「カミングアウト」とは異なり、本人の許可なく、 

他人に言ってしまうことを「アウティング」といいます。自分のセクシュアリティ

を他人に知られたくない当事者だった場合、アウティングは重大な人権侵害です。

当事者の気持ちに配慮し、安心して暮らせるように寄り添うことが大切です。 

・差別を見過ごさない 

 

  

  

・差別を見過ごさない  
 

Ｌ… レスビアン（心の性が女性で恋愛対象も女性） 
 
Ｇ… ゲイ（心の性が男性で恋愛対象も男性） 
 
Ｂ… バイセクシュアル（恋愛対象が女性にも男性にも向いている） 
 
Ｔ… トランスジェンダー（「身体の性」と「心の性」が一異なる人） 

Ｑ… クエスチョ二ング（性自認や性的指向をどちらに決められない、分から

ない人） 

関係法令 

（LGBT）理解増進法  
（性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する 
国民の理解の増進に関する法律） 

                        令和５(2023)年６月 23 日施行 

 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進が必ず

しも十分でない現状に鑑み、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関す

る国民の理解の増進に関するとともに施策の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及

び地方公共団体の役割等を明らかにするとともに、基本計画の策定その他の必要な事項

を定めることにより、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性を受け入れる

精神を涵養（かんよう）し、もって性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に寛容な社会の実現に資することを目的として施行されました。 

 



 

関係するＳＤＧｓ 

９ その他の人権 

（１）現状と課題 
人権問題には、これまでの分野の他にも様々なものがあります。 

社会的地位の差から起こるパワー・ハラスメントや、ホームレスとなった人々に対

する暴力や嫌がらせなど、差別意識からくる人権問題が発生しています。 

 これらの他、犯罪被害者とその家族には、事件による直接的被害だけでなく、被害

に遭ったことによる精神的な苦痛や身体の不調、周囲の噂話や心ない中傷による名誉

棄損など被害後に生じる様々な問題（二次被害）も起きています。 

また、刑を終えて出所した人とその家族に対する社会の偏見も根強く存在し、北朝

鮮当局による日本人等の拉致、ヘイトスピーチ※(ヘイトクライム)といった人権問題

もあります。感染症に関する知識や理解の不足・不安感から、偏見や差別、プライバ

シーの侵害などの人権問題が発生しています。 

さらに、近年全国的に地震や大雨等の大きな災害が発生していますが、不確かな情

報に基づいて差別をしたり、避難所において他人を不当に扱ったりするような人権問

題が災害対応時などには起こりかねません。 

 こうした様々な人権問題の解決に向け、正しい知識と理解、支援を促すともに、人

権は社会の変化などに伴い、多様な広がりを見せることから、新たな動きにも目を向

けていく必要があります。 
※人種、出身国、民族、宗教、性別、性的指向といった自ら自主的に変えることが困難な特質を理由に、特定の個人や集団 
に対して攻撃、脅迫、侮辱する言動。 

   

（２）取り組みの方向性 
①ホームレスとなった人や、犯罪被害者、刑を終えて出所してきた人とその家族の人 

権などに関して、周囲の人々が関心と理解を深め、思いやりの心を持つことができ 

る啓発活動に取り組んでいきます。 

②市職員に対し、人権についての高い意識を持ち、人権が尊重される社会の実現に向 

けた各種施策に人権への配慮を反映できるよう、人権に関する研修を実施します。 

③人権擁護委員と協力し、市民に対し、人権についての正しい認識と理解を求め、資 

質向上を目指します。 

 
（３）人権に係わる具体的な取り組み 
①市民に対する啓発・支援 

取り組み 内容 

地区まちづくり協

議会の支援 

（協働推進課） 

 

各地区まちづくり協議会で取り組む人権啓発活動について、事業計画

の企画立案の支援、助言、市民活動団体や企業の地域貢献活動とのマ

ッチング、コミュニティビジネスプラン※などの提案、アドバイザーの派遣、

地区まちづくり協議会交付金の交付などを行い、多様な地域住民とともに

進める協働によるまちづくりを支援します。 
 

※市民が主体となって、事業に必要な対価で経費を賄い、継続的・発展的な意識を持って地域の課題を解決する自立した取り組み 



 

取り組み 内容 

公民館活動 

（協働推進課） 

 

多様な学習機会を提供する公民館講座において、人権啓発につなが

るテーマも取り上げます。また、自主サークル活動や公民館まつりなどを

通じた仲間づくりにより、自分だけでなく他人の存在を尊重する環境づくり

を推進します。 
 

防災の各種研修

会や広域避難所

運営連絡会の実

施 

（危機管理課） 

 

防災の出前講座や各種研修会、広域避難所ごとに開催する広域避難

所運営連絡会において、地域には様々な事情がある方がいることを認識

した上で、災害時にもお互いに配慮し合いながら助け合う意識の啓発を

行います。（避難所における要配慮者スペース、男女各専用スペース等

の設置や防犯対策を含む） 
 

詐欺など被害防止

活動 

（危機管理課） 

（産業観光課） 

 

警察や防犯団体と連携し、還付金詐欺等の特殊詐欺や最近多発して

いる SNS 型投資詐欺、ロマンス詐欺に対しても被害防止の啓発を図りま

す。 

また、市内で多数の特殊詐欺等が認知された際は、同報無線放送や

SNS配信等により、注意を喚起し被害防止に努めます。 
 

消費生活センター 

（産業観光課） 

 

消費生活センターでは、商品やサービスなど消費生活全般に関する苦

情や問合せなど、消費者からの相談を専門の相談員が受け付け、公正な

立場で処理にあたります。 
 

人権講演会 

（福祉課） 

女性、子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題、外国人、性的

マイノリティなど、私たちの身近にある様々な人権に関する課題につ

いての講演会を人権擁護委員と連携しながら開催し、市民の人権意識の

高揚を図ります。 

街頭啓発活動 

（福祉課） 

人権擁護委員が市内店舗で啓発物の配布を行い、人権について考え

るきっかけになるよう啓発を行います。 

感染症などの啓

発普及活動 

（福祉課） 

 

広く市民に対し、感染症などの正しい知識の普及とともに、人権侵

害防止の啓発を行います。 
 

 

②市民からの人権に関する相談 

取り組み 内容 

人権身の上相談 

（福祉課） 

 

いじめ、体罰、同和問題をはじめ、家庭内の問題や外国人差別問題な

ど広範囲の人権に関する問題について相談に応じます。 
 

 



 

③人権に関わりの深い職業に従事する人に対する研修 

取り組み 内容 

市職員対象の人

権に関する研修 

（人事課） 

市職員に対して、人権に関する研修を年１回以上実施します。 

 

（４）取り組みに対する目標値 

項  目 
 

《目標根拠の出典》 

現状 目標 
担当部署 

ねらい 年度 年度 

目標根拠 
実績 目標値 

市職員対象の人権

に関する研修 

《総合計画より》 

令和６年度 令和 12年度 人事課 人権問題について正しい理解と認

識を持ち、人権を尊重した行動が

とれる職員を育成する。 100% 100% 継続実施 

人権講演会 

《総合計画より》 

令和６年度 令和 12年度 福祉課 
市民の人権意識の高揚を目的とし

て毎年開催する。 100% 100% 継続実施 

 

 

 

ヘイトスピーチ解消法 

（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取り組みの推進に関する法律） 
 

平成 28(2016）年６月３日施行 
 

 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取り組みについ

て、基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、基本的施策

を定め推進することを目的とし施行されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係法令 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

用語解説 
  
あ行 

・アウティング 

性的指向などを本人の許可なく、他人に言ってしまうこと。 

 

・Well being 指標 

地域幸福度を測る指標。第３次総合計画実行の最終目標は市民の幸せの実現であること

にあらためて着目し、個々の政策ごとの目標達成状況を測定するというよりはむしろ、人

の幸せを支える様々な要素（健康、豊かさ、安全安心、教育など）を総合的に捉えること

を成果測定としようとするもの。   

 

・えせ同和行為 

 同和団体を名乗り、又は同和問題を口実にして、企業・行政機関等に不当な利益や義務

のないことを求める行為。 

 

・ＬＧＢＴＱ 

 Ｌ（レズビアン、性自認が女性で恋愛対象も女性）、Ｇ（ゲイ、性自認が男性で恋愛対象

も男性）、Ｂ（バイセクシュアル、両性愛者）、Ｔ（トランスジェンダー、 出生時にわりあ

てられた性別と性自認が異なる人）、Ｑ（クエスチョニング、性のあり方を決めない人、決

めたくない人）の頭文字をとったもので、性的マイノリティの総称のひとつ。 

 

か行 

・掛川市総合計画 

 掛川市のまちづくりについての最上位計画。平成 19(2007)年に少子高齢・人口減少社会

の本格的な到来、昨今の社会経済情勢の急速な変化に対し、的確に対応し、独自のまちづ

くり戦略を長期的視点にたって打ち出していくため、第１次計画を策定した。平成 28（2016)

年に新たな指針となる第２次掛川市総合計画が策定され、令和７年度に第３次掛川市総合

計画を策定する。 

 

・固定的役割分担意識 

 男女を問わず個人の能力等によって役割分担を決めることが適当であるにもかかわらず、

男性、女性という性別を理由として役割を固定的に分けようとする考え方。 

  

・困難な問題を抱える女性 

 性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は

社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む）をい

う。令和６年４月「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施行された。 

 

 



 

さ行 

・参加型体験プログラム 

学習者が実際に活動したり、活動に参加したり、自分なりの言葉で語り合ったりする中

から生まれる、気づきや共感を大切にする学習。 

 

・静岡県人権施策推進計画 

 人権尊重の意識を生活の中に定着させ、誰もが幸せに暮らしていくことができる社会の

実現に向け、静岡県が平成 17(2005)年に策定した計画。平成 23年３月以降、５年毎に３度

改定され、令和８年３月には新たな人権課題にも対応して第４次改定が行われた。 

 

・児童虐待防止法（児童虐待の防止等に関する法律） 

 児童に対する虐待の禁止、児童虐待の予防及び早期発見等に関する国及び地方公共団体

の責務、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援のための措置等を定め、児童の権利

利益の擁護に資することを目的とし、平成 12(2000)年に施行された法律。 

 

・障害者基本法 

 障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進すること

を目的とし、昭和 45(1970)年に施行された法律。 

 

・人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

 人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務

を明らかにするとともに、必要な措置を定め、人権の擁護に資することを目的とし、平成

12(2000)年に施行された法律。 

  

・人権教育・啓発に関する基本計画 

人権教育・啓発推進法第７条の規定に基づき、人権教育及び人権啓発に関する総合的か

つ計画的な推進を図るため、平成 14(2002)年に策定された計画。令和７年６月に「人権教

育・啓発に関する基本計画（第二次）」が策定された。 

 

・性的マイノリティ（セクシュアル・マイノリティ） 

 ホモセクシュアル、バイセクシュアルなど、何らかの意味で「性」のあり方が多数派と

異なる人のこと。 

 

・セクシュアル・ハラスメント 

 職場等において、相手の意に反して不快や不安な状態に追い込む性的な言動。女性だけ

でなく、男性も被害者になりうる。 

 

 

 

 



 

た行 

・ＤＥＩ（ディー・イー・アイ） 

 多様性（Diversity）、公平性（Equity）、受容・包摂（Inclusion）の３つの概念をしめ

す。掛川市の目指す姿として最重要テーマとして掲げている。 

 

・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

 配偶者や恋人など親密な関係にある者から受ける暴力。身体的暴力だけでなく、精神的

暴力、経済的暴力、性的暴力など、あらゆる形の暴力が含まれる。 

 

な行 

 

は行 

・パワー・ハラスメント 

 職場等において職務上の地位や人間関係等の職場内の優位性を背景に、本来の業務の範

囲を超えて、精神的、身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為。 

 

・ヘイトスピーチ 

 人種、出身国、民族、宗教、性別、性的指向といった自ら主体的に変えることが困難な

特質を理由に、特定の個人や集団に対して攻撃、脅迫、侮辱する言動。 

 

・ヘルプマーク 

 義足や人工関節を使用している人、内部障害や難病の人、妊娠初期の人など、外見から

分からなくても援助や配慮を必要としている人々が、周囲に配慮を必要としていることを

知らせることで、援助を得やすくなるよう作成されたマーク。 

 

ま行 

・マタニティ・ハラスメント 

 働く女性が妊娠、出産、子育てなどをきっかけとして嫌がらせや不利益な扱いを受ける

こと。解雇や雇い止めといった不当な扱いだけでなく、言葉や態度による嫌がらせも含ま

れる。 

 

や行 

 

ら行 

 

わ行 

・ワーク・ライフ・バランス 

 「仕事と生活の調和」と訳され、国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、

仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期と

いった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会のこと。 



 

掛川市人権施策推進計画推進等委員会規程 

 

（設置） 

第１条 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成12年法律第147号）第５条の規定に基 

づき、掛川市人権施策推進計画（以下「推進計画」という｡)を策定するため、掛川市人権施策推進計

画推進等委員会（以下「委員会」という｡)を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 推進計画の策定及び見直し、推進に関すること。 

(2) 推進計画に関する事項を審議すること。 

(3) その他必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員15人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 人権に対する有識者 

(2) 掛川市人権擁護委員 

(3) 市の職員 

(4) その他市長が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補充委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長が必要と認めるときは、関係者の出席を求め、説明または意見を聴くことができる。 

 （作業部会） 

第７条 委員会は第２条に規定する事項について調査、検討等をさせるため、作業部会を置くこと 

ができる。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康福祉部福祉課において処理する。 

 （雑則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   

 



 

 附 則 

この規定は、令和２年７月 14日から施行する。 

附 則 

この改正は、令和７年４月 1日から施行する。 

 

 

掛川市人権施策推進計画推進等委員名簿               （敬称略） 

 

職 氏  名 役職等 

会長 深谷 義弘 掛川市人権擁護委員 

副会長 松浦 春伸 掛川市社会福祉協議会 地域支援課長 

委員 粳田 一博 静岡県人権同和対策室長 

〃 石山 基和 企画政策課長  

〃 平野 都美 人事課長 

〃 深田 貴子 協働推進課長 

〃 藤田 明宏 長寿推進課長 

〃 荒木 良和 こども政策課長 

〃 平川 歩 こども相談課長 

〃 堀内 由保 産業観光課長 

〃 赤堀 義幸 危機管理課長 

〃 水谷 忠史 教育政策課長 

〃 小関 昌典 学校教育課長 

 

 

 

 

 

 

 



 

掛川市人権施策推進計画作業部会委員名簿             （敬称略） 

 

 所 属 氏 名  所 属 氏 名 

１ 企画政策課  石川 直輝 12 こども政策課 鈴木 純一 

２ 企画政策課  戸塚 左知子 13 こども保育支援課 杉本 由起子 

３ マーケティング課 住本 啓 14 こども相談課 櫻井 郁美 

４ 人事課 前嶋 久美子 15 こども相談課 本間 信隆 

５ 協働推進課 村上 宏行 16 こども相談課 桑高 裕子 

６ 協働推進課 梅田 知孝 17 産業観光課 藤田 哲義 

７ 福祉課 廣岡 倍男 18 産業観光課 市川 義光 

８ 福祉課 杉村 匡洋 19 危機管理課 松原 大悟 

９ 福祉課 松浦 真紀 20 教育政策課 榛葉 博光 

10 長寿推進課 浅井 淑子 21 学校教育課 後藤 志津子 

11 長寿推進課 茨木 容子    

 

事務局名簿 

 

役 職 氏 名 

福祉課長 水野 正幸 

福祉課主幹 本庄 弘江 

福祉政策係長 沖 早苗  
4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

掛川市人権施策推進計画策定経過 

 

策定作業実績 

 

推進等委員会  

回数 開催日 内   容 

１ 令和７年９月４日 委員委嘱後、策定方針と計画案の協議 

２ 令和７年９月 24日 計画案の報告 

３ 令和８年 月 日 最終報告 

 
 

作業部会  

回数 開催日 内  容 

1 令和７年７月 31日 策定方針と今後の進め方などについて協議 

２ 令和７年 月 日  
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

世界人権宣言 

1948年 12月 10日 

第３回国際連合総会 採択 
 

前  文 

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認する

ことは、世界における自由、正義及び平和の基礎であるので、 

 人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信仰の

自由が受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望として宣言

されたので、 

 人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするため

には、法の支配によって人権保護することが肝要であるので、 

 諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、 

 国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男

女の同権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水

準の向上とを促進することを決意したので、 

 加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進を達

成することを誓約したので、 

 これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもっとも重要

であるので、 

 よって、ここに、国際連合総会は、 

 社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民

の間にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由との尊重を指

導及び教育によって促進すること並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及

び国際的な漸進的措置によって確保することに努力するように、すべての人民とすべての国とが

達成すべき共通の基準として、この世界人権宣言を公布する。 

第一条  

 すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。人間

は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない。 

第二条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会的 

出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることなく、 

この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国であると、信託統治地域であると、非自治地域であ 

ると、又は他のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、その国又は地域の政治上、管轄上 

又は国際上の地位に基づくいかなる差別もしてはならない。 

第三条 

 すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する権利を有する。 



 

第四条 

 何人も、奴隷にされ、又は苦役に服することはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形に 

おいても禁止する。 

第五条 

 何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けることはない。 

第六条 

 すべて人は、いかなる場所においても、法の下において、人として認められる権利を有する。 

第七条 

 すべての人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の平等な保護を受け

る権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対しても、また、そのような

差別をそそのかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受ける権利を有する。 

第八条 

 すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基本的権利を侵害する行為に対し、権限を有す

る国内裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。 

第九条 

 何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放されることはない。 

第十条 

 すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対する刑事責任が決定されるに当っては、独

立の公平な裁判所による公正な公開の審理を受けることについて完全に平等の権利を有する。 

第十一条 

１ 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己の弁護に必要なすべての保障を与えられた公開の裁 

判において法律に従って有罪の立証があるまでは、無罪と推定される権利を有する。 

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法により犯罪を構成しなかった作為又は不作為のために 

有罪とされることはない。また、犯罪が行われた時に適用される刑罰より重い刑罰を課せられな 

い。 

第十二条 

 何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に対して、ほしいままに干渉され、又は名誉及び

信用に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、このような干渉又は攻撃に対して法の保護を

受ける権利を有する。 

第十三条 

１ すべて人は、各国の境界内において自由に移転及び居住する権利を有する。 

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも立ち去り、及び自国に帰る権利を有する。 

第十四条 

１ すべて人は、迫害を免れるため、他国に避難することを求め、かつ、避難する権利を有する。 

２ この権利は、もっぱら非政治犯罪又は国際連合の目的及び原則に反する行為を原因とする訴

追の場合には、援用することはできない。 

 

 



 

第十五条 

１ すべて人は、国籍をもつ権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、又はその国籍を変更する権利を否認されることはな 

い。 

第十六条 

１ 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかなる制限をも受けることなく、婚姻し、かつ家庭 

をつくる権利を有する。成年の男女は、婚姻中及びその解消に際し、婚姻に関し平等の権利を 

有する。 

２ 婚姻は、両当事者の自由かつ完全な合意によってのみ成立する。 

３ 家庭は、社会の自然かつ基礎的な集団単位であって、社会及び国の保護を受ける権利を有 

する。 

第十七条 

１ すべて人は、単独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪われることはない。 

第十八条 

 すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する権利を有する。この権利は、宗教又は信念を

変更する自由並びに単独で又は他の者と共同して、公的に又は私的に、布教、行事、礼拝及び

儀式によって宗教又は信念を表明する自由を含む。 

第十九条 

 すべて人は、意見及び表現の自由に対する権利を有する。この権利は、渉を受けることなく自己

の意見をもつ自由並びにあらゆる手段により、また、国境を越えると否とにかかわりなく、情報及び

思想を求め、受け、及び伝える自由を含む。 

第二十条 

１ すべての人は、平和的集会及び結社の自由に対する権利を有する。 

２ 何人も、結社に属することを強制されない。 

第二十一条 

１ すべて人は、直接に又は自由に選出された代表者を通じて、自国の政治に参与する権利を有 

する。 

２ すべて人は、自国においてひとしく公務につく権利を有する。 

３ 人民の意思は、統治の権力を基礎とならなければならない。この意思は、定期のかつ真正な 

選挙によって表明されなければならない。この選挙は、平等の普通選挙によるものでなければ 

ならず、また、秘密投票又はこれと同等の自由が保障される投票手続によって行われなければ 

ならない。 

第二十二条 

 すべて人は、社会の一員として、社会保障を受ける権利を有し、かつ、国家的努力及び国際的 

協力により、また、各国の組織及び資源に応じて、自己の尊厳と自己の人格の自由な発展とに 

欠くことのできない経済的、社会的及び文化的権利を実現する権利を有する。 

 



 

第二十三条 

１ すべて人は、勤労し、職業を自由に選択し、公正かつ有利な勤労条件を確保し、及び失業に 

対する保護を受ける権利を有する。 

２ すべて人は、いかなる差別をも受けることなく、同等の勤労に対し、同等の報酬を受ける権利を 

有する。 

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に対して人間の尊厳にふさわしい生活を保障する公正 

かつ有利な報酬を受け、かつ、必要な場合には、他の社会的保護手段によって補充を受けるこ 

とができる。 

４ すべて人は、自己の利益を保護するために労働組合を組織し、及びこれに参加する権利を有 

する。 

第二十四条 

 すべて人は、労働時間の合理的な制限及び定期的な有給休暇を含む休息及び余暇をもつ権

利を有する。 

第二十五条 

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設等により、自己及び家族の健康及び福祉 

に十分な生活水準を保持する権利並びに失業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、老齢その他 

不可抗力による生活不能の場合は、保障を受ける権利を有する。 

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受ける権利を有する。すべての児童は、嫡出であると否と 

を問わず、同じ社会的保護を受ける。 

第二十六条 

１ すべて人は、教育を受ける権利を有する。教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段階におい 

ては、無償でなければならない。初等教育は、義務的でなければならない。技術教育及び職業 

教育は、一般に利用できるものでなければならず、また、高等教育は、能力に応じ、すべての 

者にひとしく開放されていなければならない。 

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の尊重の強化を目的としなければな 

らない。教育は、すべての国又は人種的若しくは宗教的集団の相互間の理解、寛容及び友好 

関係を増進し、かつ、平和の維持のため、国際連合の活動を促進するものでなければならない。 

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する優先的権利を有する。 

第二十七条 

１ すべて人は、自由に社会の文化生活に参加し、芸術を鑑賞し、及び科学の進歩とその恩恵と 

にあずかる権利を有する。 

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美術的作品から生ずる精神的及び物質的利 

益を保護される権利を有する。 

第二十八条 

 すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自由が完全に実現される社会的及び国際的秩序に対 

する権利を有する。 

 

 



 

第二十九条 

１ すべて人は、その人格の自由かつ完全な発展がその中にあってのみ可能である社会に対して 

義務を負う。 

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使するに当っては、他人の権利及び自由の正当な承 

認及び尊重を保障すること並びに民主的社会における道徳、公の秩序及び一般の福祉の正 

当な要求を満たすことをもっぱら目的として法律によって定められた制限にのみ服する。 

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合にも、国際連合の目的及び原則に反して行使しては 

ならない。 

第三十条 

 この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団又は個人に対して、この宣言に掲げる権利及

び自由の破壊を目的とする活動に従事し、又はそのような目的を有する行為を行う権利を認める

ものと解釈してはならない。  



 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

〔平成12年12月6日法律第147号〕 

 

（目的） 

第一条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信

条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の

情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体

及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを

目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵（かん）養を目的とする教育活

動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の

理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他

の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、こ

れを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊

重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 

（国の責務） 

第四条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）にの

っとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏ま

え、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第六条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与

するよう努めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第七条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人

権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

（年次報告） 

第八条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての

報告を提出しなければならない。 

（財政上の措置） 

第九条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策

に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

 



 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第八条の規定は、この法律の施行の日の

属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 

（見直し） 

第二条 この法律は、この法律の施行の日から三年以内に、人権擁護施策推進法（平成八年法

律第百二十号）第三条第二項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する

施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏ま

え、見直しを行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

掛川市人権施策推進計画 
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